
















































大阪市及び大阪府下の新生児医療体制の不備について、公的場所において議論されるよう

になったのは、それほど古いことではない。昭和 51年大阪府医師会勤務医部会において「新

生児・未熟児に関する研究」が地域医療に関する研究テーマとして採用されて以来・専門

医師間で、何らかの改善策が行政レベルで促進実施されるようにと、次第に関心が高まっ

てきた。 

昭和 52 年 9月、新生児医療に携わる一部小児科医の自発的な意志によって現在の「新生児

診療相互援助システム(NMCS:Neoratal Mutual Cooporative System)が発足されるようにな

った(資料 1)。初期は、4ないし 6施設が参加、その後参加病院が月 1回の例会及び研究会

を開催するたびに参加施設数が増加してきた。その結果昭和 56年 2 月現在では、参加協力

病院は 14 施設にのぼり、公立病院 8施設、私立病院 6施設に発展している。 

本システムの目的は,当初より次の三条件を実現することであった。すなわち「(1)中等度

ないし高度の新生児診療を必要とする新生児は、産科からの紹介に応じ、全数これを受け

入れるため協力すること。(2)新生児診療施設相互の交流を深め、その診療内容を向上させ

ること。及び(3)周産期医療の地域診療態勢の整備のための具体的活動を推進すること。」

の 3項目である。また本システムは代表 1名(竹内徹)、運営委員各施設代表 1名ずつを持

ち、かつ情報センター委員を1名持っている。運営委員会は通常、各月例会一研究会後・

委員の 2分の 1以上の出席をもって運営されるものである。 

さらに昭和 54 年 5 月には、大阪府医師会会長山口正民氏の諮問にこたえて、「新生児対策

委員」を発足(委員長竹内徹ほか 7名うち NMCSからの参加委員4名)、「未熟児・新生児緊

急医療システム化について」というテーマで 7回にわたり検討し、現状と問題点につき解

明し、当面及び将来の対策をまとめて医師会長に提出した(資料 2)。その後はさらに、昭

和 55 年 11 月より'、府医師会内に「新生児医療推進委員会」(NMOS より 4 名の委員参加)

の発足をうながし、さらに大阪市及び大阪府より新生児医療体制整備事業補助金の交付と

いう財政援助が得られる段階にまで発展してきた(資料 3参照)。 

以上のような経緯をふりかえりながら,現在までの NMCS の活動を評価判定した成績の一部

を紹介し、さらに大阪府の新生児医療情報のシステム化の可能性についても検討を加えた。 


